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    　　要旨要旨：：既存地下構造の再利用を目的として既存地下構造の再利用を目的として,,大梁を対象に曲げ耐力およびせん断耐力を既存の大梁を対象に曲げ耐力およびせん断耐力を既存の22倍程度の耐倍程度の耐

　　力に増し打ち補強を行ったＲＣ補強梁柱接合部の構造性能確認実験を行った。　　力に増し打ち補強を行ったＲＣ補強梁柱接合部の構造性能確認実験を行った。梁の増し打ち補強部の主筋は梁の増し打ち補強部の主筋は

　　あと施工とする必要があるので　　あと施工とする必要があるので,,柱梁接合部に柱梁接合部にシヤキーを有する穿孔を設けて主筋を挿入しシヤキーを有する穿孔を設けて主筋を挿入し,,モルタルによモルタルによ

　　り定着を行う。　　り定着を行う。ＲＣ補強梁柱接合部の履歴特性は高い変形能力を有しＲＣ補強梁柱接合部の履歴特性は高い変形能力を有し,,層間変形角が層間変形角が1/50 1/50 までは安定したまでは安定した

　　復元力特性を示し十分な補強効果があることを確認した。　　復元力特性を示し十分な補強効果があることを確認した。　　

　　キーワード　　キーワード：：増し打ち補強増し打ち補強,,あと施工アンカーあと施工アンカー,,シヤキーシヤキー,,定着板定着板,,変形能力変形能力 　　

1.1.　まえがき　まえがき

    地球環境保全の見地より地球環境保全の見地より既存地下構造既存地下構造体体の再利用の再利用が急が急

務である。務である。この場合この場合,,各種各種応力に対する応力に対する架構の架構の補強が不可補強が不可

欠となる場合が多欠となる場合が多い。い。

　既報　既報11））においてにおいて,,既存大梁を対象として既存大梁を対象として22倍程度の耐倍程度の耐

力に増し打ち補強を行った補強梁の曲げせん断実験を行力に増し打ち補強を行った補強梁の曲げせん断実験を行

いい,,断面内にコンクリートの打継ぎを有し断面内にコンクリートの打継ぎを有し,,コンクリートコンクリート

および鉄筋それぞれがおよび鉄筋それぞれが22種類の材料特性の相違を持つ複種類の材料特性の相違を持つ複

合断面の打継ぎ面の目荒しの影響合断面の打継ぎ面の目荒しの影響,,あと施工アンカーであと施工アンカーで

定着した補強部あばら筋の有効性が把握でき定着した補強部あばら筋の有効性が把握でき,,履歴特性履歴特性

は一体打ちと比較して差が見られずは一体打ちと比較して差が見られず,,安定した安定した変形能変形能力力

を示しを示し,,十分な補強効果があることを確認した。十分な補強効果があることを確認した。

　　本研究は本研究は,,既報の研究の続きとして梁の補強部主筋を既報の研究の続きとして梁の補強部主筋を

あと施工により柱に定着して増し打ち補強を行った架構あと施工により柱に定着して増し打ち補強を行った架構

をを,,一体打ちと比較して構造性能を確認するものである。一体打ちと比較して構造性能を確認するものである。

外部梁外部梁柱柱接合部を対象に接合部を対象に,,梁主筋端部定着方法が接合部梁主筋端部定着方法が接合部

の履歴性能に及ぼす影響の把握を具体的研究内容とする。の履歴性能に及ぼす影響の把握を具体的研究内容とする。

22．．    実験実験

2.1  2.1  試験体　試験体　

　（　（11）　試験体形状）　試験体形状

　試験体は　試験体は,,図図-1-1に示すト字型とし実構造物の１に示すト字型とし実構造物の１/2.5/2.5

程度に相当するものである。程度に相当するものである。表表-1-1に試験体一覧を示す。に試験体一覧を示す。

補強梁主筋の定着方法を実験変数にとり次の補強梁主筋の定着方法を実験変数にとり次の33体につい体につい

て繰り返し載荷実験を行う。て繰り返し載荷実験を行う。

   ＲＧ１ ＲＧ１：：既存梁の側面および底面に増し打ち補強を行既存梁の側面および底面に増し打ち補強を行

                  う。う。補強部主筋の端部に定着板を設ける。補強部主筋の端部に定着板を設ける。

   ＲＧ２ ＲＧ２ : :ＲＧ１同様の形状であるがＲＧ１同様の形状であるが,,補強部主筋の端部補強部主筋の端部

　　　　　　    には定着板は設けない。には定着板は設けない。

   ＲＩ ＲＩ  :   : 配筋および定着形状はＲＧ１と同様であるが、配筋および定着形状はＲＧ１と同様であるが、

    　　　コンクリートは一体打ちとする。　　　コンクリートは一体打ちとする。コンクリートコンクリート

                  強度は既存部のもので統一している。強度は既存部のもので統一している。

　補強梁の既存部は　補強梁の既存部は,,断面が断面がbb××DD＝＝160mm160mm××330mm330mmとしとし,,

両側に厚さ両側に厚さ6060㎜㎜,,幅幅7070㎜の㎜の床ス床スラブを設けラブを設けたた。。補強梁の補補強梁の補

強部は強部は既存部の周り両既存部の周り両側面に厚さ側面に厚さ70mm,70mm,底面に厚さ底面に厚さ80mm80mmでで

Ｕ字形Ｕ字形に増し打ちを行ないに増し打ちを行ない,, 全体として断面形状全体として断面形状  bb ××

D=300D=300mmmm××410mm 410mm であるである。。柱の断面は柱の断面は360mm360mm××360mm360mmであるである。。

　定着板を用いた鉄筋の定着性状は接合部パネルのせん断　定着板を用いた鉄筋の定着性状は接合部パネルのせん断

余裕度に支配されることはよく知られている余裕度に支配されることはよく知られている2)2)。。ここでここで,,

せん断余裕度は接合部のせん断強度せん断余裕度は接合部のせん断強度 33））と梁降伏時せんと梁降伏時せん断断

力力 44））との比で定義される。との比で定義される。本試験体において本試験体において,,定着の影定着の影

響が顕著に表れるように響が顕著に表れるように,,せん断余裕度を材料試験結果にせん断余裕度を材料試験結果に

基づいて，基づいて，0.80.8程度と小さく設定した。程度と小さく設定した。

　（　（22）　配筋）　配筋

　既存部　既存部主筋は上下とも主筋は上下とも3-D163-D16(SD295A),(SD295A),あばら筋あばら筋D6D6□□--

@125@125であるである。。梁上部のスラブは梁軸方向筋梁上部のスラブは梁軸方向筋 2-D6 2-D6(SD295A)(SD295A),,梁梁

直交方向直交方向 D6-@125  D6-@125 を配筋した。を配筋した。既存部主筋は既存部主筋は19901990年頃年頃

の標準仕様を想定しの標準仕様を想定し,,上端筋上端筋,,下端筋ともＬ形曲げ下げ定下端筋ともＬ形曲げ下げ定

着とした。着とした。

　補強部は　補強部は上下主筋に上下主筋に 2-D19 (SD345) 2-D19 (SD345)をを,,あばら筋にあばら筋に  D6D6

　　-@125(SD295A)-@125(SD295A)を配筋した。を配筋した。

　（　（33）　補強部主筋の定着）　補強部主筋の定着

　　補強梁試験体補強梁試験体ＲＧ１ＲＧ１,,ＲＧ２のＲＧ２の補強部主筋はシヤキーを補強部主筋はシヤキーを

有する穿孔に挿入し有する穿孔に挿入し,,モルタルにより定着を行った。モルタルにより定着を行った。シヤシヤ

キーは主筋軸方向にキーは主筋軸方向に33個個,,モルタルの充填性を考慮して定モルタルの充填性を考慮して定

着板の深さに着板の深さに11個で計個で計44個とした。個とした。

　穿孔は直径　穿孔は直径5757㎜㎜,,シヤキーは直径シヤキーは直径7777㎜である。㎜である。定着板定着板

は直径は直径4848㎜㎜,,厚さ厚さ1818㎜である。㎜である。

　本実験においては，　本実験においては，試験体が実構造物の試験体が実構造物の1/2.51/2.5スケールスケール

であり穿孔機器のセットが困難であることおよび既存部コであり穿孔機器のセットが困難であることおよび既存部コ

ンクリートが若材令であることより，ンクリートが若材令であることより，既存部材への穿孔は既存部材への穿孔は

コンクリートドリルおよび拡径ドリルの代わりにスタイロコンクリートドリルおよび拡径ドリルの代わりにスタイロ

フォームを打ち込み溶融剤によってアンカー孔を形成するフォームを打ち込み溶融剤によってアンカー孔を形成する

方法を採用した。方法を採用した。また，また，実構造物では補強梁の主筋の定着実構造物では補強梁の主筋の定着
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表表-2-2　材料試験結果　材料試験結果

    表表-1-1　試験体一覧　試験体一覧

(a)  (a)  コンクリートコンクリート

(b)  (b)  モルタルモルタル

(c)  (c)  鉄筋鉄筋

図図-1-1　試験体詳細　試験体詳細

試験体 コンクリート打設 定着板
RG1 補強部主筋 定着板あり
RG2 補強部主筋 定着板なし
RI 一体打 RG1と同じ
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は水平方向であるが，は水平方向であるが，本実験においては補強部主筋を鉛本実験においては補強部主筋を鉛

直方向に立て込み，直方向に立て込み，無収縮モルタルを充填する方法を採無収縮モルタルを充填する方法を採

用した。用した。なお，なお，本形状の穿孔が可能な拡径ドリル工法およ本形状の穿孔が可能な拡径ドリル工法およ

び水平方向に設置した場合でも良好なモルタル充填が可び水平方向に設置した場合でも良好なモルタル充填が可

能である方法も確認している。能である方法も確認している。

　（　（44）　補強部あばら筋の定着）　補強部あばら筋の定着

　　補強部あばら筋は補強部あばら筋は,,Ｌ形鉄筋とＵ形鉄筋からなりＬ形鉄筋とＵ形鉄筋からなり,,あとあと

施工アンカー施工アンカー（（ビニルエステル樹脂とセメント混合の注入ビニルエステル樹脂とセメント混合の注入

方式方式))で既存部にＬ形鉄筋をで既存部にＬ形鉄筋を1212dd定着させ定着させ,,これにＵ形筋これにＵ形筋

を片面フレア溶接を片面フレア溶接（溶接長（溶接長6060㎜）㎜）により接合した。により接合した。

　（　（55）　コンクリートの打設）　コンクリートの打設

　　  試験体ＲＧ１とＲＧ２の試験体ＲＧ１とＲＧ２の既存部分および試験体ＲＩの既存部分および試験体ＲＩの

製作は柱の外端型枠を下面として水平にし，製作は柱の外端型枠を下面として水平にし，梁を垂直に梁を垂直に

設置し，設置し，型枠のない柱内側から，型枠のない柱内側から，つづいて梁端部からコンつづいて梁端部からコン

クリートを打設した。クリートを打設した。　　

試験体ＲＧ１，試験体ＲＧ１，ＲＧ２の補強部の製作は補強厚さが薄ＲＧ２の補強部の製作は補強厚さが薄

いためいため（側面（側面70mm70mm、、底面底面80mm80mm））,,充填性を考慮して，充填性を考慮して，梁底梁底

を上に梁を水平に，を上に梁を水平に，柱を垂直に設置してコンクリートを柱を垂直に設置してコンクリートを

打設した。打設した。

既報既報11））,5) ,5) において，において，補強梁の既存部と補強部の打継ぎ補強梁の既存部と補強部の打継ぎ

面の目荒しの有無による剛性および耐力に及ぼす影響が面の目荒しの有無による剛性および耐力に及ぼす影響が

なかったことをふまえて本実験においては，なかったことをふまえて本実験においては，ＲＧ１，ＲＧ１，ＲＲ

Ｇ２においてコンクリート打継ぎ部は目荒しを行わない。Ｇ２においてコンクリート打継ぎ部は目荒しを行わない。

　補強部梁の断面が柱と接する打継ぎ部はせん断力の伝　補強部梁の断面が柱と接する打継ぎ部はせん断力の伝

達能力を付与するため，達能力を付与するため，手はつりによって最大深さ手はつりによって最大深さ55㎜の㎜の

目荒しを行なった。目荒しを行なった。  補強部主筋モルタルの注入は既存部補強部主筋モルタルの注入は既存部

打設の打設の99日後に日後に,,補強部のコンクリート打設は既存部打設補強部のコンクリート打設は既存部打設

のの1616日後に行った。日後に行った。

2 . 22 . 2　材料の機械的性質　材料の機械的性質

　コンクリート強度の設定は既存部材に対して　コンクリート強度の設定は既存部材に対してFcFc＝＝1515

ＮＮ/mm/mm2 2 ，，補強部材に対して補強部材に対してFcFc＝＝3030ＮＮ/mm/mm22とした。とした。

　また，　また，鉄筋についても材料特性の相違を反映させるた鉄筋についても材料特性の相違を反映させるた

め，め，主筋は既存部に異形鉄筋主筋は既存部に異形鉄筋SD295ASD295A，，補強部に補強部にSD345SD345を，を，

あばら筋，あばら筋，帯筋，帯筋，スラブ筋は異形鉄筋スラブ筋は異形鉄筋SD295ASD295Aを使用した。を使用した。

材料試験結果を材料試験結果を表表-2-2に示す。に示す。コンクリートおよびモルコンクリートおよびモル

タルは実験開始日タルは実験開始日((補強部コンクリート打設後補強部コンクリート打設後3131日後日後))のの

値である。値である。実験終了日の材令によるコンクリートおよびモ実験終了日の材令によるコンクリートおよびモ

ルタル強度の変動はルタル強度の変動は55％以下の上昇％以下の上昇であったであったのでので,,実験開実験開

始日の値を用いてよいものと判断した。始日の値を用いてよいものと判断した。　　　　　　　　　　　　　　

2.3  2.3  載荷方法載荷方法

　載荷装置を　載荷装置を図図-2-2に示す。に示す。柱端でピン支持とし，柱端でピン支持とし，長期軸長期軸

力に相当する軸力力に相当する軸力（（0.15Fc0.15Fc））を一定に保持し，を一定に保持し，梁端に正梁端に正

負交番繰り返し載荷を行った。負交番繰り返し載荷を行った。載荷履歴は層間変形角載荷履歴は層間変形角1/1/

400,1/200,1/100,1/50,1/25400,1/200,1/100,1/50,1/25を各正負を各正負22回ずつ加力した。回ずつ加力した。

　なお，　なお，梁上端が引張となる場合を正載荷と定義する。梁上端が引張となる場合を正載荷と定義する。

2.42.4　測定方法　測定方法

  　　図図-3-3に示すように，に示すように，試験体両面で測定用冶具を柱上試験体両面で測定用冶具を柱上

部はピン支持，部はピン支持，下部は鉛直方向にローラー支持し下部は鉛直方向にローラー支持し,,この冶この冶

具に取り付けた変位計で梁加力点の鉛直変位，具に取り付けた変位計で梁加力点の鉛直変位，柱支点の柱支点の
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図図-2-2　載荷装置　載荷装置

図図-5-5　　ひずみゲージ位置ひずみゲージ位置図図-3-3　変位計測位置　変位計測位置

図図-4-4　梁主筋定着端部の抜け出し計測詳細　梁主筋定着端部の抜け出し計測詳細
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図図-6-6　層せん断力　層せん断力--層間変形角関係層間変形角関係
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鉛直および水平変位，鉛直および水平変位，接合部４隅の鉛直および水平変位，接合部４隅の鉛直および水平変位，梁梁

主筋定着端部の抜け出し変位を測定した。主筋定着端部の抜け出し変位を測定した。また，また，接合部接合部44隅隅

および梁ヒンジゾーンに埋め込んだボルトにより，および梁ヒンジゾーンに埋め込んだボルトにより，接合部お接合部お

よび梁ヒンジゾーンの斜め方向および水平変位，よび梁ヒンジゾーンの斜め方向および水平変位，梁端部と接梁端部と接

合部間の水平変位をボルト間の相対変位として測定した。合部間の水平変位をボルト間の相対変位として測定した。

　　図図-4-4に示すように主筋に溶接したボルトを外部に出に示すように主筋に溶接したボルトを外部に出

しておきしておき,,梁主筋定着端部の抜け出しを測定した。梁主筋定着端部の抜け出しを測定した。

    ひずみゲージはひずみゲージは図図-5-5に示すようにに示すように,,既存部柱梁主筋，既存部柱梁主筋，補補

強部梁主筋，強部梁主筋，既存部補強部の帯筋やあばら筋に貼付した。既存部補強部の帯筋やあばら筋に貼付した。

33．．実験結果実験結果

3.13. 1　層せん断力　層せん断力 -- 層間変形角関係層間変形角関係

各試験体の層せん断力各試験体の層せん断力（Ｑ）（Ｑ）--層間変形角層間変形角（Ｒ）（Ｒ）関係を関係を

図図-6-6に示す。に示す。各試験体とも層間変形角各試験体とも層間変形角1/200(rad)1/200(rad)でで11段段

筋筋（正載荷（正載荷：：上端既存部主筋，上端既存部主筋，負載荷負載荷：：下端補強部主筋）下端補強部主筋）

が降伏する。が降伏する。層間変形角層間変形角1/100(rad)1/100(rad)でで22段筋段筋（正載荷（正載荷：：上端上端

補強部主筋補強部主筋,,負載荷負載荷：：下端既存部主筋）下端既存部主筋）が降伏し，が降伏し，明確な剛明確な剛

性低下が見られる。性低下が見られる。また，また，層間変形角層間変形角1/100(rad)1/100(rad)において，において，

接合部のせん断ひび割れ幅の増大に伴って接合部中央の帯接合部のせん断ひび割れ幅の増大に伴って接合部中央の帯

筋が降伏する。筋が降伏する。層間変形角層間変形角1/100(rad)1/100(rad)において，において，梁ヒンジ梁ヒンジ

ゾーンのせん断ひび割れ幅の増大に伴ない既存部および補ゾーンのせん断ひび割れ幅の増大に伴ない既存部および補

強部ともあばら筋のひずみは増大するが降伏ひずみ以下で強部ともあばら筋のひずみは増大するが降伏ひずみ以下で

あった。あった。各試験体とも層間変形角各試験体とも層間変形角1/50(rad)1/50(rad)のの22回目の繰り回目の繰り

返しにおいて逆Ｓ字の履歴ループを示した。返しにおいて逆Ｓ字の履歴ループを示した。試験体ＲＧ１試験体ＲＧ１

およびＲＧ２は正載荷、およびＲＧ２は正載荷、負載荷とも層間変形角負載荷とも層間変形角1/50(rad)1/50(rad)でで

最大耐力に達した。最大耐力に達した。一方一方,,一体打ち試験体ＲＩの最大耐力は一体打ち試験体ＲＩの最大耐力は

負載荷では層間変形角負載荷では層間変形角1/50(rad)1/50(rad)で，で，正載荷では層間変形角正載荷では層間変形角

1/25(rad)1/25(rad)で記録した。で記録した。

各試験体の各試験体のＱＱ--Ｒ関係の包絡線をＲ関係の包絡線を図図-7-7に示す。に示す。図図-7-7よりより

明らかなように明らかなように,,層間変形角層間変形角1/50(rad)1/50(rad)までは，までは，正負載荷とも正負載荷とも
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図図 - 7- 7　層せん断力　層せん断力‐‐層間変形角関係包絡線層間変形角関係包絡線

写真写真 -1- 1　試験体　試験体 RG 1R G 1 の最終状況の最終状況

図図 -8- 8　接合部のせん断ひび割れ幅　接合部のせん断ひび割れ幅‐‐層間変形角関係層間変形角関係

図図 - 9- 9 　梁の曲げひび割れ幅　梁の曲げひび割れ幅‐‐層間変形角関係層間変形角関係
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各試験体はほぼ同様各試験体はほぼ同様の挙動を示しの挙動を示し,,安定したものであった。安定したものであった。

層間変形角層間変形角1/50(rad)1/50(rad)以降の大変形時において，以降の大変形時において，正載荷正載荷

で補強梁ＲＧ１，で補強梁ＲＧ１，ＲＧ２の層せん断力は一体打ちであるＲＧ２の層せん断力は一体打ちである

ＲＲIIを僅かに下回った。を僅かに下回った。これは補強部主筋をあと施工で定これは補強部主筋をあと施工で定

着していることが大変形時に影響したものと思われるが着していることが大変形時に影響したものと思われるが,,

それぞれの最大耐力からの低下率は数％に過ぎなかった。それぞれの最大耐力からの低下率は数％に過ぎなかった。

　　負載荷では逆にＲ負載荷では逆にＲIIはＲＧ１を下回る。はＲＧ１を下回る。この原因はこの原因は3.23.2節節

で述べるようにＲＩの下端筋周辺のコンクリート強度が低で述べるようにＲＩの下端筋周辺のコンクリート強度が低

く，く，曲げ剛性がＲＧ１より低いことによると考えられる。曲げ剛性がＲＧ１より低いことによると考えられる。

3 . 23 . 2　ひび割れおよび破壊性状　ひび割れおよび破壊性状

　（　（11）　試験体ＲＧ１と試験体Ｒ）　試験体ＲＧ１と試験体Ｒ II の比較の比較

　　写真写真‐‐11に試験体ＲＧ１の最終状況を示す。に試験体ＲＧ１の最終状況を示す。またまた,,図図--

88に接合部のせん断ひび割れ幅に接合部のせん断ひび割れ幅‐‐層間変形角関係，層間変形角関係，図図-9-9

に梁の曲げひび割れ幅に梁の曲げひび割れ幅‐‐層間変形角関係を示す。層間変形角関係を示す。

接合部の挙動は，接合部の挙動は，ＲＧ１のひび割れ状況が各荷重段階にＲＧ１のひび割れ状況が各荷重段階に

おいて，おいて，一体打ちであるＲＩとほぼ同様である。一体打ちであるＲＩとほぼ同様である。3.13.1節で述節で述

べたべた図図-7-7の層せん断力の層せん断力‐‐層間変形角関係の比較からも層間変形角関係の比較からも,,層層

間変形角間変形角1/50(rad)1/50(rad)までは，までは，補強梁で採用したあと施工の主補強梁で採用したあと施工の主

筋周辺の接合部の一体性は問題がないものと判断できる。筋周辺の接合部の一体性は問題がないものと判断できる。

梁については，梁については，ＲＩは梁全体が低強度のコンクリートＲＩは梁全体が低強度のコンクリート

であるためＲＧ１に比べひび割れの本数が多く，であるためＲＧ１に比べひび割れの本数が多く，梁下端梁下端

にＲＧ１に見られない付着割裂ひび割れが観測された。にＲＧ１に見られない付着割裂ひび割れが観測された。

図図-7-7でで負載荷時の層間変形角負載荷時の層間変形角1/50(rad)1/50(rad)以降に試験体Ｒ以降に試験体Ｒ

Ｉの耐力がＲＧ１にくらべて小さいことの原因はＩの耐力がＲＧ１にくらべて小さいことの原因は,,文献文献66））

で示されている引張鉄筋周辺のコンクリートによる曲げで示されている引張鉄筋周辺のコンクリートによる曲げ

耐力および剛性の向上の効果が耐力および剛性の向上の効果が,,曲げひび割れおよび付着曲げひび割れおよび付着

割裂ひび割れによって軽減したためと考えられる。割裂ひび割れによって軽減したためと考えられる。

ひび割れ幅は最終段階でＲＧ１およびＲＩとも接合部にひび割れ幅は最終段階でＲＧ１およびＲＩとも接合部に

おいて正載荷おいて正載荷側側約約22㎜㎜，，負載荷負載荷側側約約44㎜で㎜で，，梁の曲げおよび梁の曲げおよび

曲げせん断ひび割れ曲げせん断ひび割れ幅幅より大きい。より大きい。これは梁曲げ降伏に対これは梁曲げ降伏に対

する接合部のせん断余裕度する接合部のせん断余裕度をを0.80.8と小さく設定したたと小さく設定したためめ,,

接合部のせん断破壊の方が梁の曲げ降伏より顕著となっ接合部のせん断破壊の方が梁の曲げ降伏より顕著となっ

たためと考えられるたためと考えられる。。

ＲＧ１，ＲＧ１，ＲＩともＲＩとも負載荷負載荷においてにおいて,,既存部下端主筋の柱既存部下端主筋の柱

へのへのLL形曲げ下げ定着の折り曲げ部を起点として接合部か形曲げ下げ定着の折り曲げ部を起点として接合部か

ら下部柱にかけてら下部柱にかけて,,最大のせん断ひび割れが観測された。最大のせん断ひび割れが観測された。

下端筋曲げ下げ定着に起因して鉄筋の抜け出しが生じ下端筋曲げ下げ定着に起因して鉄筋の抜け出しが生じ,,負負

載荷の耐力は正載荷を下回ったものと考えられる。載荷の耐力は正載荷を下回ったものと考えられる。

（（22））　　試験体ＲＧ１と試験体ＲＧ２の比較試験体ＲＧ１と試験体ＲＧ２の比較

正載荷において，正載荷において，定着板のない試験体ＲＧ２は定着板の定着板のない試験体ＲＧ２は定着板の

ある試験体ＲＧ１とほぼ同じ挙動を示す。ある試験体ＲＧ１とほぼ同じ挙動を示す。これは，これは，補強部補強部

上端主筋は上端主筋は22段筋となり段筋となり11段筋より応力が小さいこと段筋より応力が小さいこと,1,1段段

筋である既存部主筋の筋である既存部主筋のLL形曲げ下げ定着に拘束されたこと形曲げ下げ定着に拘束されたこと

により，により，定着板がなくても接合部において圧縮ストラット定着板がなくても接合部において圧縮ストラット

を形成するに十分な付着力があったためと考えられる。を形成するに十分な付着力があったためと考えられる。

補強筋が引張最外縁となる負載荷においては試験体ＲＧ補強筋が引張最外縁となる負載荷においては試験体ＲＧ

２は梁端部に抜け出しが見られた。２は梁端部に抜け出しが見られた。これは負載荷では最外これは負載荷では最外

縁である補強部下端筋の端部に定着板がなく，縁である補強部下端筋の端部に定着板がなく，またまた22段筋段筋

である既存部主筋が現行の仕様である接合部への曲げ上げである既存部主筋が現行の仕様である接合部への曲げ上げ

定着でなく，定着でなく，下部柱への曲げ下げ定着であることにより，下部柱への曲げ下げ定着であることにより，

接合部に対する拘束力が弱くなったと考えられる。接合部に対する拘束力が弱くなったと考えられる。　　　　　　
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図図 -11-1 1　梁下端１段筋軸方向負載荷ひずみ分布　梁下端１段筋軸方向負載荷ひずみ分布（Ｍ（Ｍ 1515，，ＭＭ 1616，，ＭＭ 1717，，ＭＭ 1818））
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3 . 33 . 3　梁主筋のひずみ分布　梁主筋のひずみ分布

図図-10-10に梁主筋の柱フェース位置における断面方向のに梁主筋の柱フェース位置における断面方向の

ひずみ分布図を示す。ひずみ分布図を示す。層間変形角層間変形角1/100(rad)1/100(rad)までは各試験までは各試験

体ともほぼ同様の分布を示し，体ともほぼ同様の分布を示し，平面保持がほぼ成立してお平面保持がほぼ成立してお

りり,,補強筋の定着も良好であったことが分かる。補強筋の定着も良好であったことが分かる。

図図-1-111にに,,下端１段筋の負載荷時の軸方向ひずみ分布下端１段筋の負載荷時の軸方向ひずみ分布

をを示す。示す。図図-1-111から分かるようにから分かるように,,層間変形角層間変形角1/100(rad)1/100(rad)

までは各試験体ともほぼ同様のひずみ分布を示し，までは各試験体ともほぼ同様のひずみ分布を示し，柱への柱への

定着深さ方向にひずみが漸減し，定着深さ方向にひずみが漸減し，定着が確保されている。定着が確保されている。

以上より，以上より，補強梁において補強部主筋の定着板の有無に補強梁において補強部主筋の定着板の有無に

よらず接合部に圧縮ストラットが形成されると判断できるよらず接合部に圧縮ストラットが形成されると判断できる。。

3.4 3.4 　梁主筋定着端部の抜け出し　梁主筋定着端部の抜け出し

図図‐‐1212はは図図‐‐44に示す計測値から接合部の回転などにに示す計測値から接合部の回転などに

よる影響を補正した接合部中心点に対する各試験体の上よる影響を補正した接合部中心点に対する各試験体の上

端，端，下端の下端の11段筋，段筋，22段筋の定着端部の抜け出し量を示す。段筋の定着端部の抜け出し量を示す。

　　各試験体とも層間変形角各試験体とも層間変形角1/100(rad)1/100(rad)までは平面保持に対までは平面保持に対

応した抜け出しとなっており，応した抜け出しとなっており，試験体による明瞭な違いは試験体による明瞭な違いは

ない。ない。負載荷の下端筋の抜け出し量が正載荷の上端筋より負載荷の下端筋の抜け出し量が正載荷の上端筋より

大きい。大きい。これは既存部主筋が曲げ下げ定着であり接合部にこれは既存部主筋が曲げ下げ定着であり接合部に

対する拘束効果が上下主筋で相違しているためと考えられ対する拘束効果が上下主筋で相違しているためと考えられ

る。る。このことに起因して、このことに起因して、本論本論3.13.1節に示したように同じ節に示したように同じ

層間変形角において負載荷時の層せん断力が正載荷時の層層間変形角において負載荷時の層せん断力が正載荷時の層

せん断力を下回った。せん断力を下回った。　　　　　　　　　　　　　　　　　　                                            　　
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表表-3-3　耐力の実験値と計算値の比較　耐力の実験値と計算値の比較

(1.0)(1.0)

(0.97)(0.97)(0.96)(0.96)

(1.06)(1.06)

(0.93)(0.93)

(0.93)(0.93)

(1.0)(1.0)

(1.05)(1.05)

(1.0)(1.0)

(0.98)(0.98)

(0.94)(0.94)

(  )(  )はＲＧ１に対する比はＲＧ１に対する比

((1.01.0))

図図 -1-133　層せん断力　層せん断力-- 接合部層間変形成分関係接合部層間変形成分関係((ＲＧ２ＲＧ２))
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接合部の層間変形成分 : Rp (1/1000rad)

接合部せん断耐力時

層せん断力 : Q (KN) 1.54×10-3 rad

（層間変形角10×10-3rad時）

-1.69×10-3 rad

(層間変形角-10×10-3rad時)

RG1 88.8 106.4 88.7 71.8 0.81 1.00 1.20 1.48
RG2 85.0 103.6 88.7 71.8 0.81 0.96 1.17 1.44
RI 89.4 113.8 88.7 71.8 0.81 1.01 1.28 1.58

RG1 82.5 90.8 83.7 71.8 0.86 0.99 1.08 1.26
RG2 80.7 84.6 83.7 71.8 0.86 0.96 1.01 1.18
RI 77.7 84.8 83.7 71.8 0.86 0.93 1.01 1.18

計算値 実験値/計算値
梁曲げ降伏時

bQbm(KN)

接合部せん断耐力時

bQPS(KN)

余裕度

λ
Qy/bQbm Qmax/bQbm Qmax/bQPS

最大荷重

Qmax(KN)

実験値

正

負

載荷 試験体 梁曲げ降伏時

Qy(KN)

3.53.5　耐力の比較　耐力の比較

各試験体の梁曲げ降伏時，各試験体の梁曲げ降伏時，最大荷重の実験値，最大荷重の実験値，既往の耐既往の耐

力式により求めた計算値を層せん断力に換算し力式により求めた計算値を層せん断力に換算し,,表表-3-3にに

示す。示す。ここで，ここで，文献文献55））の知見より得られたようにの知見より得られたように,,梁曲げ梁曲げ

降伏実験値は降伏実験値は22段筋の降伏時とし段筋の降伏時とし5)5)，，梁曲げ降伏計算値は梁曲げ降伏計算値は

文献文献33））による慣用されている略算式を用いて，による慣用されている略算式を用いて，11段筋段筋（ス（ス

ラブ筋考慮）ラブ筋考慮）とと22段筋の降伏耐力の累加として求めている。段筋の降伏耐力の累加として求めている。

梁曲げ降伏実験値は正負載荷とも，梁曲げ降伏実験値は正負載荷とも，各試験体で数％の各試験体で数％の

差異となっている。差異となっている。最大荷重は負載荷側ではＲＧ２およ最大荷重は負載荷側ではＲＧ２およ

びＲびＲIIはＲＧ１よりはＲＧ１より77％小さい。％小さい。

　梁曲げ降伏耐力は正負載荷ともほぼ計算値と一致する。　梁曲げ降伏耐力は正負載荷ともほぼ計算値と一致する。ここ

の値は文献の値は文献55））による補強梁の曲げ実験と同様の結果である。による補強梁の曲げ実験と同様の結果である。

　　また，また，最大耐力と梁曲げ降伏時計算値の比は正載荷で約最大耐力と梁曲げ降伏時計算値の比は正載荷で約

1.21.2，，負載荷で負載荷で1.01.0～～1.11.1であり、であり、最大耐力と接合部せん断耐最大耐力と接合部せん断耐

力時計算値の比は正載荷で約力時計算値の比は正載荷で約1.41.4，，負載荷で約負載荷で約1.21.2である。である。文文

献献22））による定着工法の接合部の研究において，による定着工法の接合部の研究において，本実験とほ本実験とほ

ぼ同様のせん断余裕度の試験体の最大荷重が，ぼ同様のせん断余裕度の試験体の最大荷重が，接合部せん断接合部せん断

耐力時計算値に対して約耐力時計算値に対して約1.21.2であることと一致している。であることと一致している。

図図-13-13に試験体に試験体ＲＧ２の層せんＲＧ２の層せん断力断力--接合部層間変形接合部層間変形

成分関係を示す。成分関係を示す。せん断余裕がせん断余裕が0.80.8である本実験においである本実験におい

てて,,接合部の層間変形成分は接合部の層間変形成分は1/100(rad)1/100(rad)において約において約2020％％

を示しを示し,,文献文献22））と比較すると少ない値に留まる。と比較すると少ない値に留まる。

以上より，以上より，本実験のＲＣ補強梁柱接合部の定着性能は本実験のＲＣ補強梁柱接合部の定着性能は

定着板の有無にかかわらず定着板の有無にかかわらず,,アンカー部分をコンクリートアンカー部分をコンクリート

に直接打ち込む一般的な通常の工法と同様と考えられる。に直接打ち込む一般的な通常の工法と同様と考えられる。

　　　　

44．．まとめまとめ

　　梁柱接合部にシヤキーを設けて梁補強部主筋を挿入し梁柱接合部にシヤキーを設けて梁補強部主筋を挿入し

モルタルにより定着した補強梁柱接合部の性能確認実験モルタルにより定着した補強梁柱接合部の性能確認実験

を行い，を行い，以下の知見を得た。以下の知見を得た。

1) 1) 本試験体の接合部のせん断余裕度は本試験体の接合部のせん断余裕度は0.80.8程度と小さ程度と小さ

      く設定しているが、く設定しているが、層間変形角層間変形角1/501/50（（radrad））まで安定まで安定

      した履歴特性を示す。した履歴特性を示す。

22））  梁の曲げ降伏耐力に関しては既往の計算式を用いて精梁の曲げ降伏耐力に関しては既往の計算式を用いて精

      度よく評価できる。度よく評価できる。

33））  試験体の最大荷重は接合部のせん断耐力計算値に対し試験体の最大荷重は接合部のせん断耐力計算値に対し

　　  てて,,正載荷で約正載荷で約1.41.4，，負載荷で約負載荷で約11.2.2と安全側の値をと安全側の値を

　　  示す。示す。

44））既存梁の補強に際して既存梁の補強に際してシヤキーを有する穿孔に対し，シヤキーを有する穿孔に対し，

　　  鉄筋を挿入してモルタルにより定着する梁主筋の定着鉄筋を挿入してモルタルにより定着する梁主筋の定着

      性状はラーメン架構としてコンクリートに直接打ち込性状はラーメン架構としてコンクリートに直接打ち込

　む一般工法と比較して，　む一般工法と比較して，剛性、剛性、耐力および変形性能に耐力および変形性能に

    おいてほぼ同等である。おいてほぼ同等である。  　　
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